大阪府条例第　　　号

大阪府教育行政基本条例等の一部を改正する条例
（大阪府教育行政基本条例の一部改正）

第一条　大阪府教育行政基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十八号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（府費負担教職員の資質及び能力の向上等）
第九条　（略）
２　（略）
３　委員会は、幼児、児童又は生徒に対する指導が不適切な教員（府費負担教職員であって教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭及び講師であるものをいう。以下同じ。）について、市町村教育委員会と連携し、教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条第一項に規定する指導改善研修その他の指導の改善を図る措置を講ずるものとする。

４　委員会は、教育公務員特例法第二十五条第四項の認定その他の判定において指導の改善が不十分でなお幼児、児童又は生徒に対する指導を適切に行うことができないと認める教員に対して、免職その他の必要な措置を厳正に講じなければならない。
	（府費負担教職員の資質及び能力の向上等）
第九条　（略）
２　（略）
３　委員会は、幼児、児童又は生徒に対する指導が不適切な教員（府費負担教職員であって教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭及び講師であるものをいう。以下同じ。）について、市町村教育委員会と連携し、教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条の二第一項に規定する指導改善研修その他の指導の改善を図る措置を講ずるものとする。

４　委員会は、教育公務員特例法第二十五条の二第四項の認定その他の判定において指導の改善が不十分でなお幼児、児童又は生徒に対する指導を適切に行うことができないと認める教員に対して、免職その他の必要な措置を厳正に講じなければならない。

	
	


（大阪府立学校条例の一部改正）

第二条　大阪府立学校条例（平成二十四年大阪府条例第八十九号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線　で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（指導が不適切な教員に対する措置）
第二十一条　校長は、教員の教育活動の状況及び第十二条第四項第三号の保護者からの意見の調査審議の結果を踏まえ、幼児、児童又は生徒に対する指導が不適切であると認める教員に対し指導を行うとともに、必要に応じ、委員会に対し、教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条第一項に規定する指導改善研修その他の指導の改善を図るために必要な措置（以下「指導改善研修等」という。）を講ずるよう申し出ることができる。

２　（略）
３　委員会は、教育公務員特例法第二十五条第四項の認定その他の判定において指導の改善が不十分でなお幼児、児童又は生徒に対する指導を適切に行うことができないと認める教員に対して、免職その他の必要な措置を厳正に講じなければならない。
	（指導が不適切な教員に対する措置）
第二十一条　校長は、教員の教育活動の状況及び第十二条第四項第三号の保護者からの意見の調査審議の結果を踏まえ、幼児、児童又は生徒に対する指導が不適切であると認める教員に対し指導を行うとともに、必要に応じ、委員会に対し、教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条の二第一項に規定する指導改善研修その他の指導の改善を図るために必要な措置（以下「指導改善研修等」という。）を講ずるよう申し出ることができる。

２　（略）
３　委員会は、教育公務員特例法第二十五条の二第四項の認定その他の判定において指導の改善が不十分でなお幼児、児童又は生徒に対する指導を適切に行うことができないと認める教員に対して、免職その他の必要な措置を厳正に講じなければならない。

	
	


（大阪府附属機関条例の一部改正）
第三条　大阪府附属機関条例（昭和二十七年大阪府条例第三十九号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	別表第一（第二条関係）
　一　（略）
　二　（略）
名称

担任する事務

（略）
（略）
大阪府教員の資質向上審議会

教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条第一項又は第四項の規定による認定等に当たっての調査審議に関する事務

（略）
（略）

	別表第一（第二条関係）
　一　（略）
　二　（略）
名称

担任する事務

（略）
（略）
大阪府教員の資質向上審議会

教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十五条の二第一項又は第四項の規定による認定等に当たっての調査審議に関する事務

（略）
（略）


	　三　（略）

	　三　（略）


附　則
この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。
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